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自作農主義から
耕作者主義へ

―― 耕作放棄地が増える一方で（7

頁・資料3参照）、新しく農業を始めようと

する人がいるにもかかわらず、その人た

ちが農地の権利を取得するのは難しい

とされます。なぜそのようなミスマッチが

生じているのでしょうか。

土地利用の公的関与に基づく
「第二の農地改革」を

全国の農地で他の用途への転用が進み、耕作放棄が問題化している。
農地の権利取得をめぐる課題およびあるべき農地改革について、
農業経済学・土地経済学を専門とされている早稲田大学副総長・堀口健治氏にうかがった。

堀口健治氏 早稲田大学副総長・常任理事・政治経済学部教授

堀口　一般の宅地は民法に基づいて売

買されますが、農地に関しては、特別法

である農地法がその取得するための資

格を定めています。新たに農業を始める

ときは、取得する農地の面積が、北海道

は2ヘクタール以上、他の府県も50アー

ル以上でなければならないとか、農地を

効率的に耕作するために買おうとする

農地の近くに住んでいなければならない

といった要件です。また、全国の市区町

村には、農地の番人とも言うべき農業委

員会という行政委員会があり、新規

参入を希望する者について、農業

をする意思や、その体制が整って

いるかなど細かくチェックしており、

それらがハードルになっているわけ

です。

では、なぜ農地は売り買いや貸し借り

が厳しく制限されているのか。さかのぼ

れば、戦前の「寄生地主制」に行き着き

ます。地主が所有している農地を小作

料を取って小作人に貸す制度で、小作

料が高いため農民は資本蓄積ができな

い。地主だけが儲かり、銀行に投資す

る。この地主制度は、農業から上がった

収益を非農業の分野に回す仕組みとし

て機能させることで、戦前の日本の社会

構造、あるいは権力構造と言い換えても

よいのですが、それを維持する上で重

要な役割を果たしていました。しかし、

戦後の農地改革によって完全に解体さ

れます。不在地主の農地はすべて買

収。在村地主については生活できる程

度の貸付地は認めるが、それ以外は国

家が買収。革命的とも言うべき改革

が断行されたわけです。

―― その際、正当な対価は

払われたのでしょうか。

堀口 強制収用でしたが、中

国のように地主を追い出し、ただ

で農地を取り上げて小作農に渡

すという方法ではなく、あくまでも資

本主義国家として市場価格に基づい



て国家が買い上げるかたちが取られま

した。ただし、対価は国債で払われまし

た。しかも戦後の猛烈なインフレーション

のため、元地主たちが手にしたときには

紙屑同然になっていました。中には裁判

を起こして最高裁まで争った元地主もい

ましたが、結局、違憲ではないとされ、敗

訴しています。その農地改革によって寄

生地主制は日本から払拭され、それが

戦後民主主義の原点となりました。その

成果を守ろうということでつくられたの

が、昭和27年制定の農地法です。農地

法は、大前提として自作農が望ましい、

つまり自分が所有する農地を自分で耕

すべきだ、という考え方がとられました。

―― 農地の権利取得には厳しい制限

が課せられたということですね。

堀口 在村地主は貸付地を持てます

が、その貸付についても、地主の権利を

極めて弱くし、逆に借り手の権利は極め

て強く設定しています。例えば、地主が

契約に基づいて返してほしいと申し出

ても、借地農が、自分が生活していくた

めに必要だ、と農業委員会に訴え出れ

ば、農地法が適用され、地主の要求をは

ねのけることができます。また、農地の売

り買いについても、他人に貸すことを目

的に農地を買うことを許してはならない

と厳しく規制しています。

そのように借り手の権利を徹底して擁

護する法律ができたのですが、次第に、

おかしなことが起きるようになりました。

昭和40年代に、私はその問題を調査し

ていたのですが、象徴的な事案があり

ました。神奈川県のある駅前に農地が

あり、そこを歯科医師が借りていました。

もともとは、歯科医師の父親が農地とし

て借りていた土地だったのですが、ほっ

たらかしにしていました。ところが、折し

も田中角栄首相の列島改造の時代で、

全国各地で盛んに都市開発が行われる

ようになり、その地域でも駅前開発の計

画が持ち上がったのです。そして、その

土地が買収の対象になると分かった途

端に、その歯科医師は土日になると自ら

耕し出して「この農地からの収入は自

分にとって必要不可欠だ」と言い張るよ

うになりました。もちろん地主の側は、そ

んなことはおかしい、と突っぱねようとし

たのですが、農地法の規定で借地権者

の立場が強く、結局、和解になり、土地の

売買価格は五分五分で分けられ、小作

人たる歯科医師は半分を手にしました。

―― 借地権を擁護するあまり、それが

第二の所有権化を発生させたと。

堀口 そのころから、兼業農家が増え

出します。経済成長に伴い、農地の地価

が上がっていたことから値上がりを見越

して財産として持ち、自分では農作業を

せず、サラリーマンとして生計を立てて

いた。ついては、誰か代わりに耕してく

れる人に貸したいというニーズが出てく

るわけです。いわゆる「零細地主」、「サ

ラリーマン地主」の登場です。そうなる

と今度は、自作農主義の農地法が枷に

なってきます。借り手の権利が強いため、

いったん貸したら、なかなか返してもら

えない。下手をすると、売るときに売却価

格の半分を持っていかれるかもしれない

わけです。そのため、せっかく土地はあ

るのに、サラリーマン地主は自分で耕さ

なければ、売りもせず、貸しもしない。し

たがって、放置して地価上昇を待つだけ

という実に馬鹿げた事態が生まれてし

まいました。それを何とかしようというこ

とで、昭和45年の農地法改正で、農地

の貸し借りについて制度改正が行われ

ました。さらに農地法以外に農業経営基

盤強化法（14頁・註2参照）など貸し借り

について別の仕組みをつくり、利用権と

いう従来より借り手の権利を弱めた制度

を設けて複線化しています。サラリーマ

ン地主が安心して農地を貸せるようにし

ようということです。

法人に関する規制緩和

―― 法人の農地の権利取得に関する

規制緩和はどのようなかたちで進められ

たのでしょうか。

堀口 当初、自作農主義をとる農地法

は、農業の担い手としての法人など全く

想定していませんでした。ところが昭和

37年ごろ、愛媛県の蜜柑農家が法人登

記を始めます。農家が確定申告すると

き、繰越の通算決算ができませんが、法

人なら赤字を翌年に繰り越せます。その

ような税制上の利点もあり、法人になる

農家が増えました。そのような事例に押

されるようにして、農地法が見直され、一

部、法人を認めるようになりました。その

後、規制改革が次第に進められていきま

す。特に昭和45年の改正で、かなり大幅

に自由化され、有限会社、合資会社、合

名会社、および農業協同組合法でつくっ

た法人が認められることになりましたが、

そのときもまだ株式会社は認められませ

んでした。

―― その理由としてどのようなことが

あったのでしょうか。

堀口 株の自由な売買が株式会社の

活動の源泉ですが、それによって、株を

買い占め、農場を乗っ取り、別荘地など

他の目的に転用する行為が想定されま

す。つまり、寄生地主の復活につながりか

ねないという理由からです。有限、合資、

合名の場合、出資を受け継いだり増資

の場合、その都度総会で了解を求めま

すから、そこでシャットアウトできるが、株

式会社は株の自由な譲渡が原則である

がゆえに、制限できないということです。

―― 株式会社が認められるようになっ

た経緯は。
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日本の農業の 路岐
～食料安保か競争力ある農業政策か～



ついて言えば、1年や2年で見えてこない

実験結果があるはずで、すぐに弊害を

立証せよ、と迫られれば、無理のある結

論になりかねません。農業のあり方がこ

れだけ変化しているのですから、法人化

の選択肢のある方がよいという立場を私

はとりますし、株式会社という形態に利

点があることも承知していますが、株式

会社を導入すれば、日本の農業が直ち

に再生されるわけではありません。恐らく

多くの株式会社が採算が合うように持っ

ていくまでにかなり苦労するはずです。

米国にしても、農業は基本的には家族

単位で行われています。なぜなら、その

かたちで意外に競争力があるためです。

農地という生産基盤を相続している家

族の場合、極端に言えば、調達コストが

ゼロですが、新規参入者は市場価格で

農地を購入ないし借入しなければならな

い。しかも、既存の農地利用者をはねの

けて、より高い地代や地価を払って農地

を手に入れなければならなりません。

―― スタート時点でハンデがあると。

堀口 また、規模拡大のメリットといって

も、農業の場合、非農業の産業のような

純粋なかたちでは出てきません。規模を

拡大して、大型機械を入れれば、労働生

産性が上がると言われますが、そう簡単

なものではありません。株式会社は資本

調達がしやすいといっても、現実に今、

農業従事者（9頁・註2参照）のうちで最

も苦しんでいるのは、借金して投資を行

い、規模を拡大した農家です。むしろ先

祖代々の農地を持つ非専業農家で土

日だけ農作業をしている人たちは、長期

的にはともかく、短期的には強い。その

ような実体をよく見ながら、望ましい農業

経営者を育てていく姿勢が求めらます。

特区というかたちであまりに短兵急に結

論を出せば、これまで積み上げてきた努

力がふいにもなりかねません。特区の成

果を検証しながら、改善すべき制度は改

善する、維持すべきものは維持するといっ

た堅実な態度を望みたいと思います。

「第二の農地改革」を

―― 性急なかたちで改革を進めるべ

きではないと。

堀口 もちろん改革は必要です。しか

も、可能な限り迅速に進めていかなけれ

ばなりません。私自身、強い危機感を持っ

ています。農地の総量は減少しており（7

頁・資料4参照）、しかも今では転用面積

以上に放棄される面積が多い。市場を

信奉する経済学者は、放棄されれば、地

代や地価は安くなり、借り手や買い手が

増えると考えるかもしれませんが、現実

はそうはいきません。借りる側から見れ

ば、条件の不利な農地から放棄される。

しかも、それが分散しているわけです。

ぽつぽつ出てくる不利な農地を一つず

つ借り集めていっても、スケールデメリッ

トが働きかねません。分散している農地

をまとめようにも、外から来た株式会社が

大勢の地主のもとを回って説得するの

は困難を極めます。やはり公的セクター

に間に入ってもらって、集落と話し合っ

て農地をまとめてもらえないか、というこ

堀口 平成12年の農地法改正のとき、

株式会社が初めて農業生産法人の一

形態として認められることになりました。

その前提として、商法の改正がありまし

た。株の譲渡につき取締役会で承認を

要するというように、株の売買をある程度

制限できるようになり、乗っ取りを防ぐ仕

組みができたことで初めて認められたの

です。その後、規制緩和が進み、今では

総会における議決権の2分の1未満まで

は株式会社が出資してよい、というとこ

ろまで緩められています※。

―― 現在、構造改革特区（以下、特区）

で規制緩和が行われています。

堀口 遊休地の多い地域については特

区が認められ、株式会社による農地の権

利取得ができるようになりました。ただし、

間に公的機関が入るかたちであり、リー

ス方式のみで、農地を所有することは認

められていません。

―― 特区の試みを全国展開する動き

があります。

堀口 閣議決定で、特区で進めた実験

例について、所管省庁が弊害を立証で

きなければ、全国で展開することになり

ましたが、それについては慎重な対応を

望んでいます。私は特区の試みを「実

験」ととらえていますが、農地の問題に
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※ 農業生産法人制度創設時（昭和37年）の商法においては、株式会社の株式の自由譲渡性を絶対的なものとし
ていたが、昭和41年、同族的な中小企業が多い我が国の実態にあわせ、定款をもって株式の譲渡を制限し得る
よう改正された。
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とになる。細切れの土地を地元の力で

まとめれば、リスクを負っても参入してく

る法人はあるはずで、今、急ぐべきこと

は、法人は形態をめぐる議論より、そのあ

たりの仕組みづくりです。

―― 農地を集約するための仕組みを

つくる上でどのような課題があるのでしょ

うか。

堀口 難しいのは農地の評価です。離

れ離れになっている農地を交換してまと

めようとするとき、単に同じ面積だから等

価交換できるわけではありません。日当

たり、地力などもろもろの条件が異なりま

す。有機農業でがんばっている人たち

は、堆肥の入った農地と兼業農家の農

薬漬けの農地を同じ面積では交換でき

ないというわけです。一対一で交換する

のが難しいのであれば、私は点数で交

換比率を決めればよいのではないかと

提案していますが、そのように何らかの

工夫が必要です。さらに非専業農家の

中には、道路に近いほど将来地価が上

がるからと、農地の地力より計画されて

いる道路に近いかどうかを見ている人も

いる。そのように土地はいろいろな思惑

が絡むため、難しいのです。ただ一つ、

少子化によって結合のベクトルが生じて

いるということは言えます。後継者がい

ない農家の農地の吸収や合併を進める

とき、法人化していた方が資産評価をし

やすいと言えるでしょう。

―― 農地をまとめるに当たって、民間

の調整能力は期待できないのでしょう

か。

堀口 米国では、リタイアした地主が農

地の運営を地元の銀行に任せて、自分

はマイアミ辺りに住んでいるといった人が

大勢います。銀行は、土地を集め、大規

模経営者に貸し付けるなどの工夫をし

ています。米国では公的セクターよりロー

カルの銀行が活発に動いていますが、

日本でも農協が期待されますね。

―― 農地の利用が混乱した背景とし

て、戦前への反動からか、あまりに私権

を認め過ぎたということはないのでしょう

か。

堀口 西欧諸国では「計画なきところに

開発なし」という原則の下、計画的な土

地利用の誘導が行われています。土地

を自由市場に任せるのではなく、一定の

コントロールが不可欠であるとの認識か

ら線引政策を厳しく運用していますが、

日本の場合、例外と言いながら転用をど

んどん認めてしまう。一応、転用を制限

する制度はあります。農振法（13頁・註1

参照）で農振地域内の農用地区域にあ

る優良農地に指定して政策投資を集中

していますが、皮肉なことに平坦な優良

農地ほど他の用途のニーズがあり、転用

が多い。高速道路が通り、インターチェン

ジができ、工場や大型商業施設が進出

する。そのため全国で守られるべき農用

地区域内の貴重な優良農地が減り、一

方、中山間地（9頁・註3参照）の不利な

農地から放棄されているのが現実です。

―― 土地利用について計画的、長期

的な視点が欠けていたということですね。

堀口 私は市場経済の有効性をよく理

解している者ですが、やはり土地は別で

す。土地は動かすことができず、しかも

有限です。適切な公的関与がなく、市場

に任せれば、どうしても利用に混乱が生

じます。1980年代のバブルにしても土地

政策の大失敗です。そのような状態を必

然的に招きます。農地についても適切な

誘導策がとられるべきでしたが、残念な

がら日本にはそれがなかった。

―― 農地の利用については公的関与

が大切であると。

堀口 私は耕作放棄地の現状を打開

するため、市町村が保有することを提案

しています。遊休地を寄付してもらい、

交換などの手法によって農地としてまと

め、それを農業をやりたい人たちに安く

提供する。日本の農地の現状を見れば、

そのように地主の所有権にかなり強い制

限をかける「第二の農地改革」とも言う

べき改革が必要です。さらに、農地制度

だけでなく土地制度全体の見直し、農

政全体を見渡した大改革が必要な時期

を迎えています。そのとき、大きな論点に

すべきは所得補償です。株式会社にし

ても、これだけ土地が分散していると採

算を合わせるのは難しいはずで、その意

味でも、ヨーロッパのような所得補償シス

テムを求めるべきでしょう。コストの高い

条件不利地域でも農業経営が成り立つ

ようにすべきではないか。思い切った改

革を断行しなければ、せっかく余ってい

る土地を使えないまま、食料自給率がじ

りじりと下がっていく（7頁・資料1参照）

のを見ることになるでしょう。なお、農地

問題の経緯については、近く農林統計

協会から刊行される『日本農業年報51

食料・農業・農村・基本計画－変更の論

点と方向』（2004年9月）の私の原稿をご

参照ください。

読者の皆様のご意見・ご感想をお寄せください。
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